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23年度 24年度 25年度 758,511 758,511 25年度 26年度 27年度 528,899 528,899

1 総
廃棄物減量等
推進審議会に
関する業務

重要案件等につい
て答申、意見を受
け、民意を反映し
た行政執行に努め
る。

市民の
代表
者、有
識者等

定
例
定
型

審議会開催
回数

年６回 年６回 年６回 773 年５回

一般廃棄物処理基本
計画の改定につい
て、審議会にて審議
を行った。

Ａ
廃棄物減量等推
進審議会に関す
る業務

一般廃棄物
の減量化・
資源化及び
適正処理等
の施策につ
いて審議し
答申または
意見をもら
います。

市民及
び事業
者

定
例
定
型

審議会開催
回数

６回 ６回 ６回 1,150 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

1
廃棄物減量等
推進審議会に
関する業務

審議会の開催 会議開催回数 年６回 年５回 773
廃棄物減量等推
進審議会に関す
る業務

審議会の開催
会議開催回
数

年６回 1,150
維
持

2 総
各種協議会等
に係る業務

一般廃棄物処理行
政の円滑な運営に
資する。

市町村
職員

定
例
定
型

会議参加回
数

年１５回 年１５回 年１５回 178 年１１回

一般廃棄物処理行政
の円滑な運営に係る
他市の状況、研究、
小型家電リサイクル
法施行に向けての情
報交換等を実施し
た。

Ａ 各種協議会等に
係る業務

一般廃棄物
の減量化・
資源化及び
適正処理等
につき、本
市の課題解
決及び施策
展開に向け
た情報収集
や意見交換
等を行うと
ともに、他
市との連携
を図りま
す。

職員

定
例
定
型

会議参加回
数と要望書
の提出

１８回 １８回 １８回 178 未 高 高 高
現状維
持

な
し

あり

１市１町及
び湘南東ブ
ロックにお
けるごみ処
理の広域連
携等

維
持

2
各種協議会等
に係る業務

調査研究・情
報交換、連絡
調整のための
全国都市清掃
会議への参加

廃棄物処理に
係る要望書の
提出

１件 1件 150
各種協議会等に
係る業務

調査研究・情
報交換、連絡
調整のための
全国都市清掃
会議への参加

廃棄物処理
に係る要望
書の提出

１件 150
維
持

2
各種協議会等
に係る業務

調査研究・情
報交換、連絡
調整のための
神奈川県都市
清掃会議への
参加

参加回数 年７回 年6回 28
各種協議会等に
係る業務

調査研究・情
報交換、連絡
調整のための
神奈川県都市
清掃会議への
参加

参加回数 年５回 28
維
持

2
各種協議会等
に係る業務

調査研究・情
報交換、連絡
調整のための
神奈川県広域
処分地対策協
議会の会議へ
の参加

参加回数 年１回 年0回
各種協議会等に
係る業務

調査研究・情
報交換、連絡
調整のための
神奈川県広域
処分地対策協
議会の会議へ
の参加

参加回数 年１回

予
算
な
し

2
各種協議会等
に係る業務

一般廃棄物処
理の広域化に
係る湘南広域
都市行政協議
会への参加

参加回数 年１回 年0回
各種協議会等に
係る業務

一般廃棄物処
理の広域化に
係る湘南広域
都市行政協議
会への参加

参加回数 年１回

予
算
な
し

2
各種協議会等
に係る業務

湘南東ブロッ
クごみ処理広
域化調整会議
出席

出席回数 年２回 年1回
各種協議会等に
係る業務

湘南東ブロッ
クごみ処理広
域化調整会議
出席

出席回数 年１回

予
算
な
し

2
各種協議会等
に係る業務

湘南東ブロッ
クごみ処理広
域化調整会議
幹事会出席

出席回数 年２回 年1回
各種協議会等に
係る業務

湘南東ブロッ
クごみ処理広
域化調整会議
幹事会出席

出席回数 年１回

予
算
な
し

2
各種協議会等
に係る業務

湘南東ブロッ
クごみ処理広
域化調整会議
ワーキング出
席

出席回数 年４回 年2回
各種協議会等に
係る業務

湘南東ブロッ
クごみ処理広
域化調整会議
ワーキング出
席

出席回数 年５回

予
算
な
し

3 総
資源物選別処
理施設の解体
整理事業

リサイクルセン
ターの整備に伴い
既存施設の解体を
行う。

市民
政
策
事業の進捗
状況

解体設計完
了

解体工事の
完了
汚染土壌の
除去完了

跡地の適正
管理

145,229

解体工事
の完了
汚染土壌
の除去完
了

既存設備の解体及び
土壌汚染対策工事を
行い、跡地利用のた
めの準備を整えた。

Ａ
資源物選別処理
施設の跡地整備
事業

土地の跡地
利用が決定
し新たな管
理体制へ移
行するま
で、安全性
を考え適切
な用地の管
理をしま
す。

市民
政
策
事業の進捗
状況

都市計画決
定の廃止

適切な用地
管理

適切な用地
管理

2,840 未 中 高 中
現状維
持

な
し

なし
減
ら
す

3
資源物選別処
理施設の解体
整理事業

汚染土壌の管
理

地下水の調査
年２回 年２回 209

資源物選別処理
施設の跡地整備
事業

用地の土壌管
理

地下水の調
査 年２回 40

維
持

3
資源物選別処
理施設の解体
整理事業

解体及び土壌
汚染対策工事

工事の完了
平成２４
年度末ま
で

平成25
年3月

144,533

予
算
な
し

3
資源物選別処
理施設の解体
整理事業

施設解体後の
跡地管理

敷地内の除草
平成２４
年度末ま
で

未実施 0
資源物選別処理
施設の跡地整備
事業

用地の適切な
管理

敷地内の除
草

年３回 800
維
持

3
資源物選別処
理施設の解体
整理事業

汚染土壌の管
理

土壌の分析調
査 年１回 年１回 214

資源物選別処理
施設の跡地整備
事業

用地の引継ぎ
準備

土地の測量 25年8月 2,000
減
ら
す

3
資源物選別処
理施設の解体
整理事業

汚染土壌の管
理

地下水採取井
戸の設置

平成２４
年度末ま
で

平成25
年3月

273

予
算
な
し

4 総

ごみの減量
化・資源化に
関する支援業
務

生ごみの排出抑制
及び減量化を推進
する。

市民

定
例
定
型

コンポスト
販売件数

年３７０個 年３７０個 年３７０個 1,763
年１４４
個

取扱件数は目標値に
達していないが、補
助対象の拡大に向け
た検討を行った。

Ｂ
ごみの減量化・
資源化に関する
支援業務

ごみの排出
抑制のた
め、生ごみ
処理容器
（電動式を
含む）の普
及を促進し
ます。

市民

定
例
定
型

コンポスト
販売件数

２７０個 ２７０個 ２７０個 3,425

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

資源循環課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 資源循環型社会の形成を目指す

資源循環課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分
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活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

資源循環課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 資源循環型社会の形成を目指す

資源循環課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

4

ごみの減量
化・資源化に
関する支援業
務

生ごみ処理容
器の廉価での
販売

販売件数
年２７０
個

年１４４
個

1,147
ごみの減量化・
資源化に関する
支援業務

生ごみ処理容
器の廉価での
販売

販売件数
年２７０
個

1,910

業
務
計
画

維
持

4

ごみの減量
化・資源化に
関する支援業
務

電動式生ごみ
処理機購入費
助成

助成件数 年６０件 年２５件 601
ごみの減量化・
資源化に関する
支援業務

生ごみ処理機
購入費助成

助成件数 年６０件 1,500

業
務
計
画

維
持

4

ごみの減量
化・資源化に
関する支援業
務

生ごみ処理容
器及び電動式
生ごみ処理機
購入者アン
ケート

購入者満足度 ８０％
６２．
１％

15
ごみの減量化・
資源化に関する
支援業務

生ごみ処理容
器及び生ごみ
処理機購入者
アンケート

購入者満足
度

８０％ 15

業
務
計
画

維
持

5 総

ごみの減量
化・資源化に
関する啓発事
業

ごみの減量化・資
源化推進の意識の
高揚を図る。

市民

定
例
定
型

環境学習開
催回数

年５０回 年５０回 年５０回 2,400 年５８回

ごみの減量化・資源
化に関する啓発を
様々な機会を通じて
実施した。

Ａ
ごみの減量化・
資源化に関する
啓発事業

ごみに関す
る情報発信
をするとと
もに施設見
学会や環境
学習を実施
し、市民の
意識の高揚
を図りま
す。

市民

定
例
定
型

啓発事業回
数

３０回 ３０回 ３０回 2,869

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

あ
り

あり

リサイクル
センターの
見学につい
て寒川町と
連携して
行ってい
る。

維
持

5
ごみ減量化・
資源化に関す
る啓発事業

環境学習等啓
発事業の開催

開催回数 年５０回 年５８回
ごみの減量化・
資源化に関する
啓発事業

環境学習等啓
発事業の開催

開催回数 年５０回

業
務
計
画

位
置
付
け
な
い
が
取
り

組
み
を
進
め
る

その他 年1回

市主催のリ
サイクルセ
ンター見学
実施回数

25

市主催のリサ
イクルセン
ター見学を実
施することに
より市民への
啓発の推進を
行う。

予
算
な
し

5

ごみの減量
化・資源化に
関する啓発事
業

環境学習開催
に伴う調整
（アンケート
を含む）

満足度
８０％

９６％
ごみの減量化・
資源化に関する
啓発事業

環境学習開催
に伴う調整
（アンケート
を含む）

満足度
８５％

業
務
計
画

予
算
な
し

5

ごみの減量
化・資源化に
関する啓発事
業

小学校４年生
用副読本の作
成等、啓発教
材の作成

作成時期
２月末ま
で

平成25
年3月

303
ごみの減量化・
資源化に関する
啓発事業

小学校４年生
用副読本の作
成等、啓発教
材の作成

作成部数 2,500部 350

業
務
計
画

維
持

5

ごみの減量
化・資源化に
関する啓発事
業

ごみ通信ちが
さき等の作
成、配付等

発行回数 年2回 年2回 1,137
ごみの減量化・
資源化に関する
啓発事業

ごみ通信ちが
さき等の作
成、配付等

発行回数 年2回 1,510

業
務
計
画

あ
り

④選択と集中の
徹底・自主財源

の確保

360千円/
年

ごみ通信ち
がさきの年
間広告掲載

料

25

年2回（春号・
秋号）発行す
るごみ通信ち
がさきへの広
告掲載募集を
継続して行
い、制作経費
に補填しま
す。

維
持

5

ごみの減量
化・資源化に
関する啓発事
業

清掃のあらま
しの作成

事業結果の作
成時期

平成２４
年１０月

平成２４
年１１月

ごみの減量化・
資源化に関する
啓発事業

清掃のあらま
しの作成

事業結果の
作成時期

平成２５
年１０月

業
務
計
画

予
算
な
し

5

ごみの減量
化・資源化に
関する啓発事
業

生ごみ処理機
（公共施設）
の保守点検、
修繕等

点検等の回数 年１１回 年１１回 860
ごみの減量化・
資源化に関する
啓発事業

生ごみ処理機
（公共施設）
の保守点検、
修繕等

点検等の回
数

年１１回 909

業
務
計
画

維
持

5

ごみの減量
化・資源化に
関する啓発事
業

マイバッグ推
進会議への参
加

会議参加回数 年１０回 年８回
ごみの減量化・
資源化に関する
啓発事業

マイバッグ推
進会議への参
加

会議参加回
数

年１０回

業
務
計
画

予
算
な
し

5

ごみの減量
化・資源化に
関する啓発事
業

レジ袋削減を
推進する。

キャンペーン
の実施

２回 ４回 100
ごみの減量化・
資源化に関する
啓発事業

レジ袋削減を
推進する。

キャンペーン
の実施

２回 100

業
務
計
画

維
持

5

ごみの減量
化・資源化に
関する啓発事
業

ごみに関する
情報の発信

ホームページ
等の活用

平成２４
年度末ま
で（その
後も継
続）

平成２４
年度末ま
で（その
後も継
続）

ごみの減量化・
資源化に関する
啓発事業

ごみに関する
情報の発信

ホームペー
ジ等の活用

平成２５
年度末ま
で（その
後も継
続）

業
務
計
画

予
算
な
し

6 総
資源化促進事
業

資源循環型社会の
形成を目指し資源
物の分別収集方法
の見直しを進め
る。

全市
民、企
業

政
策
事業の進捗
状況

モデル事業
実施

分別収集方
法の見直し

分別収集方
法の見直し

222,465

市内全域
で新たな
分別収集
を実施

寒川広域リサイクル
センターが本稼働を
開始した。また、市
内全域でびん・か
ん・ペットボトルの
コンテナ・ネット収
集を開始し、プラス
チック製容器包装
類・廃食用油・金属
類（指定10品目）
の収集を開始した。

Ａ 資源化促進事業

資源物の中
間処理を寒
川町に委託
するととも
に、寒川広
域リサイク
ルセンター
のより効率
的・効果的
な管理運営
及びPPP導
入を目指し
ます。

市民・
事業者

政
策
資源物排出
量

18,257ｔ 18,992ｔ 19,807ｔ 188,862

業
務
計
画

未 高 中 高
現状維
持

あ
り

あり

寒川町と資
源物処理に
ついて事務
委託を締結
している。

維
持

6
資源化促進事
業

新規分別に伴
う集積場所の
巡回

収集期間

平成２４
年４月か
ら２５年
３月

平成２４
年４月か
ら２５年
３月

8

業
務
計
画

予
算
な
し

6
資源化促進事
業

寒川町負担金
納付に関する
事務

支払回数 年４回 年４回 222,457 資源化促進事業
寒川町負担金
納付に関する
事務

支払回数 年４回 188,862

業
務
計
画

維
持

6
資源化促進事
業

寒川町への資
源物搬入に関
する調整

会議開催回数 年８回 年１０回 資源化促進事業

寒川町との寒
川広域リサイ
クルセンター
に係る調整

会議開催回
数

年１２回

業
務
計
画

あ
り

①事業実施主体
の最適化

26年度

寒川広域リ
サイクルセ
ンターにお
ける長期包
括運営責任
業務委託契
約の締結時

期

26

長期包括運営
責任業務委託
方式により性
能発注レベル
を拡大するこ
とで維持管理
コストの低減
を図る

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 758,511 758,511 25年度 26年度 27年度 528,899 528,899

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

資源循環課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 資源循環型社会の形成を目指す

資源循環課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

6
資源化促進事
業

剪定枝の資源
化の検討

分別収集及び
事業内容の検
討

２４年度
末まで

２４年度
末まで

資源化促進事業
剪定枝の資源
化の検討

事業内容の
調査・研究

２５年度
末まで
（その後
も継続）

業
務
計
画

予
算
な
し

6
資源化促進事
業

資源化促進事業

小型家電リサ
イクルシステ
ム実証事業の
周知

実証事業に
おける小型
家電の回収
量

２８１㎏

7 総
ごみの排出抑
制推進事業

ごみの発生を抑制
し資源循環型社会
の形成に資する。

市民・
自治
会・事
業者

政
策

１人１日あ
たりのごみ
(資源物を
除く)の排
出量

７４６㌘ ６９７㌘ ６６６㌘ 37,410 ６７９㌘

三者協調型システム
での資源物の分別収
集の推進を図り、資
源物を除くごみの排
出量を抑制を実施し
た。

Ａ ごみの排出抑制
推進事業

1人1日あた
りの資源物
を除いたご
みの排出量
の削減し、
リサイクル
率の向上を
図ります。

市民

定
例
定
型

1人1日当
たりの資源
物を除いた
ごみの排出
量

655g 642g 629g 41,755 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

7
ごみの排出抑
制推進事業

リサイクル推
進店申請書の
受付、認定要
件の確認、認
定書の発行

推進店数 １００店 ７３店
ごみの排出抑制
推進事業

リサイクル推
進店申請書の
受付、認定要
件の確認、認
定書の発行

推進店数 ８５店

予
算
な
し

7
ごみの排出抑
制推進事業

リサイクル推
進店の活動の
周知

キャンペーン ２回 ４回 100
ごみの排出抑制
推進事業

リサイクル推
進店の活動の
周知

キャンペー
ン

年２回 35
維
持

7
ごみの排出抑
制推進事業

資源回収推進
地域への補助
金の交付

申請・交付自
治会数

１３６自
治会等

１３４自
治会等

37,310
ごみの排出抑制
推進事業

資源回収推進
地域への補助
金の交付

交付回数 年２回 41,000
維
持

7
ごみの排出抑
制推進事業

三者協調型資
源回収制度の
見直し

補助金制度の
検証

平成２４
年度末ま
で

平成２４
年度末ま
で

ごみの排出抑制
推進事業

三者協調型資
源回収率の見
直し

資源物収集
量の調査

平成２５
年度末ま
で

720
維
持

8 総
ごみ処理広域
化事業

広域化を推進し資
源循環型社会の形
成の推進に資す
る。

市民
政
策
事業の進捗
状況

会計基準マ
ニュアルの
作成

会計基準の
導入

ごみ処理経
費の検証

574 年４回

会計基準のマニュア
ルは作成できなかっ
たが、ごみ処理広域
化事業の事務は適切
に行った。

Ｃ ごみ処理広域化
事業

広域化にて
ごみの減量
化・資源化
を図るとと
もに廃棄物
の処理を行
い、資源循
環型社会を
形成しま
す。

市民

定
例
定
型

負担金の受
領・請求回
数

年４回 年４回 年４回 0 未 高 高 高
現状維
持

な
し

あり

寒川町の可
燃ごみの焼
却処理の受
け入れに係
る負担金の
請求・受領
及びサイク
ル協会拠出
金の受領事
務を行って
いる。

予
算
な
し

8
ごみ処理広域
化事業

一般廃棄物会
計基準の導入
準備

会計基準マ
ニュアルの作
成

平成２４
年度末ま
で

調査・研
究中

ごみ処理広域化
事業

一般廃棄物会
計基準の導入
準備

会計基準マ
ニュアルの
研究・作成

平成２５
年度末ま
で（継
続）

予
算
な
し

8
ごみ処理広域
化事業

寒川町の可燃
ごみの焼却処
理の受け入れ
に係る負担金
の請求・受領
に関する事務

請求・受領回
数

年４回 年４回
ごみ処理広域化
事業

寒川町の可燃
ごみの焼却処
理の受け入れ
に係る負担金
の請求・受領
に関する事務

請求・受領
回数

年４回

予
算
な
し

8
ごみ処理広域
化事業

リサイクル協
会拠出金の支
払いに関する
事務

支払い回数 １回 ２回 574
ごみ処理広域化
事業

寒川町からの
リサイクル協
会拠出金の受
領に関する事
務

請求・受領
回数

１回

予
算
な
し

9 総
廃掃法に基づ
く許可に関す
る業務

市内で発生した一
般廃棄物の適正処
理を図る。

一般廃
棄物処
理業者

定
例
定
型

許可までの
日数

３０日 ３０日 ３０日 34
全件30
日以内に
処理

一般廃棄物処理業の
許可に係る書類の受
付から３０日以内に
許可を行うようにし
た。

Ａ
廃棄物の処理及
び清掃に関する
法律に基づく許
可に関する業務

市内の一般
廃棄物が適
切に処理さ
れるよう許
可業者の指
導監督を行
います。

廃棄物
処理業
者

定
例
定
型

許可までの
日数

３０日 ３０日 ３０日 34 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

9
廃掃法に基づ
く許可に関す
る業務

産業廃棄物処
理施設設置計
画に係る関係
各課の意見聴
取

意見聴取調整
日数

４０日以
内

４０日以
内

廃棄物の処理及
び清掃に関する
法律に基づく許
可に関する業務

産業廃棄物処
理施設設置計
画に係る関係
各課の意見聴
取

意見聴取調
整日数

４０日以
内

予
算
な
し

9
廃掃法に基づ
く許可に関す
る業務

一般廃棄物処
理業の許可に
係る書類審
査、許可証の
発行及び取消
し等の事務

書類を受付し
てから許可す
るまでの日数

３０日以
内

３０日以
内

廃棄物の処理及
び清掃に関する
法律に基づく許
可に関する業務

一般廃棄物処
理業の許可に
係る書類審
査、許可証の
発行及び取消
し等の事務

書類を受付
してから許
可するまで
の日数

３０日以
内

予
算
な
し

9
廃掃法に基づ
く許可に関す
る業務

廃棄物行政担
当者研修

研修への受講
人数

１人 １人 34

廃棄物の処理及
び清掃に関する
法律に基づく許
可に関する業務

廃棄物行政担
当者研修

研修への受
講人数

１人 34
維
持

9
廃掃法に基づ
く許可に関す
る業務

一般廃棄物処
理業の許可に
係る実績報告
書の受理・整
理

実績報告書の
とりまとめ

毎月２０
日まで

毎月２０
日まで

廃棄物の処理及
び清掃に関する
法律に基づく許
可に関する業務

一般廃棄物処
理業の許可に
係る実績報告
書の受理・整
理

実績報告書
のとりまと
め

各月末ま
で

予
算
な
し

10 総
大型ごみ証紙
に関する業務

大型ごみを適正に
処理する。

市民

定
例
定
型

証紙販売店
舗数

１１０店舗
以上

１１０店舗
以上

１１０店舗
以上

3,024
１０８店
舗

証紙販売店舗数の普
及・維持に努めた。 Ａ 大型ごみ証紙に

関する業務

市民が大型
ごみ証紙を
容易に手に
入れること
ができるよ
う大型ごみ
証紙販売店
の確保を継
続して推進
します。

市民

定
例
定
型

証紙販売店
舗数

１１０店舗 １１０店舗 １１０店舗 3,342 未 高 高 高
現状維
持

あ
り

なし
維
持
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23年度 24年度 25年度 758,511 758,511 25年度 26年度 27年度 528,899 528,899

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

資源循環課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 資源循環型社会の形成を目指す

資源循環課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

10
大型ごみ証紙
に関する業務

大型ごみ収入
証紙販売店舗
の拡大

販売店舗数
１１０店
舗以上

１０８店
舗

3,024
大型ごみ証紙に
関する業務

大型ごみ収入
証紙販売店舗
の拡大

販売店舗数
１１０店
舗

3,342
あ
り

⑤受益者負担の
適正化

23,500千
円/年

大型ごみ処
理手数料収
入/年

25

平成20年度に
改定した大型
ごみ処理手数
料について引
き続き適正な
料金体系を確
保します。

維
持

11 総
事業系一般廃
棄物に関する
事務

事業系一般廃棄物
の適正処理及び減
量化を図る。

収集運
搬業
者・排
出事業
者

定
例
定
型

搬入物調査
実施回数

年８回 年８回 年８回 年８回

予定どおり、事業者
に対するごみの排出
指導や啓発を行っ
た。

Ａ 事業系一般廃棄
物に関する業務

収集運搬業
者及び排出
事業者に対
して、更な
る適正排出
及び減量化
の啓発に努
めます。

収集運
搬業
者・排
出事業
者

定
例
定
型

搬入物調査
実施回数

１２回 １２回 １２回

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

あり

寒川町と事
務委託を締
結してお
り、事業系
一般廃棄物
の調査を連
携して行
う。

予
算
な
し

11
事業系一般廃
棄物に関する
事務

事業系ごみの
適正搬入の指
導

事業系ごみ搬
入事業者の抜
き打ち調査回
数

年８回 年８回
事業系一般廃棄
物に関する業務

事業系ごみの
適正搬入の指
導

事業系ごみ
搬入事業者
の抜き打ち
調査回数

年１２回

業
務
計
画

予
算
な
し

11
事業系一般廃
棄物に関する
事務

事業系ごみの
排出量抑制の
ための啓発指
導

訪問会社数 １００社 １００社
事業系一般廃棄
物に関する業務

事業系ごみの排
出量抑制のため
の啓発指導

訪問会社数 １００社

業
務
計
画

予
算
な
し

11
事業系一般廃
棄物に関する
事務

事業系ごみの
排出抑制・資
源化の施策の
検討

検討期限
２５年３
月

継続中
事業系一般廃棄
物に関する業務

事業系ごみの
排出抑制・資
源化の施策の
検討

関係機関と
の調整

平成２５
年度末ま
で（その
後も継
続）

業
務
計
画

予
算
な
し

11
事業系一般廃
棄物に関する
事務

事業系一般廃棄
物に関する業務

「（仮称）４
Ｒ推進事業者
行動協定」創
出の検討

事業の検討

平成２５
年度末ま
で（その
後も継
続）

業
務
計
画

予
算
な
し

12 総

し尿の収集業
務・浄化槽清
掃業務に関す
る事務

し尿及び浄化槽汚
泥を適正に処理す
る。

一部の
市民及
び事業
者

定
例
定
型

委託料の執
行回数

３週間以内 ３週間以内 ３週間以内 233,172
２週間以
内

業者に委託し適切に
処理を行った。 Ａ

し尿収集業務・
浄化槽清掃業務
に関する事務

し尿の収集
及び浄化槽
の清掃に係
る業務を適
切に処理す
るととも
に、寒川町
と連携し処
理施設の維
持・管理に
努めます。

市民

定
例
定
型

処理期限 ３週間以内 ３週間以内 ３週間以内 238,112 未 高 高 高
現状維
持

あ
り

あり

し尿処理に
ついて寒川
町と事務委
託を締結し
ている。

維
持

12

し尿の収集業
務・浄化槽清
掃業務に関す
る事務

し尿の収集業
務及び浄化槽
清掃業務の委
託に関する事
務

委託料の執行
回数

年１２回 年１２回 141,925
し尿収集業務・
浄化槽清掃業務
に関する事務

し尿の収集業
務及び浄化槽
清掃業務の委
託に関する事
務

委託料の執
行回数

年１２回 141,977
維
持

12

し尿の収集業
務・浄化槽清
掃業務に関す
る事務

し尿及び浄化
槽汚泥の清掃
受付及び処理

処理期限
２週間以
内

２週間以
内

し尿収集業務・
浄化槽清掃業務
に関する事務

し尿及び浄化
槽汚泥の清掃
受付及び処理

処理期限
２週間以
内

予
算
な
し

12

し尿の収集業
務・浄化槽清
掃業務に関す
る事務

寒川町への負
担金納付に関
する事務

支払回数 年４回 年４回 86,281
し尿収集業務・
浄化槽清掃業務
に関する事務

寒川町への負
担金納付に関
する事務

支払回数 年４回 93,995
維
持

12

し尿の収集業
務・浄化槽清
掃業務に関す
る事務

口座振替手数
料の支払事務
（ゆうちょを
除いた金融機
関分）

支払件数 ３００件 ２３６件 2
し尿収集業務・
浄化槽清掃業務
に関する事務

口座振替手数
料の支払事務
（ゆうちょを
除いた金融機
関分）

支払件数 ３００件 5
維
持

12

し尿の収集業
務・浄化槽清
掃業務に関す
る事務

口座振替手数
料の支払事務
（ゆうちょ
分）

支払件数 １００件 ６８件 1
し尿収集業務・
浄化槽清掃業務
に関する事務

口座振替手数
料の支払事務
（ゆうちょ
分）

支払件数 １００件 2
維
持

12

し尿の収集業
務・浄化槽清
掃業務に関す
る事務

手数料賦課徴
収事務

手数料収納金
額

34,769
千円

33,016
千円

4,963
し尿収集業務・
浄化槽清掃業務
に関する事務

手数料賦課徴
収事務

手数料収納
金額

34,433
千円

2,133
あ
り

④選択と集中の
徹底・自主財源

の確保

98.00%
（平成23年
度実績：
97.10％）

し尿処理手
数料の徴収

率
25

受益者負担の
公平性や財源
確保を図るた
め催告書発
送・電話催告
により徴収率
の向上に努め
ます。

維
持

13 総
ごみ減量化・
資源化基金に
関する事務

ごみの減量化・資
源化に資するため
有価物売却代金及
び寄附金等を基金
として積み立て
る。

展示品
当選者
等市民

定
例
定
型

積立額
79,362千
円

81,357千
円

81,357千
円

101,069
101,06
9千円

ごみの減量化・資源
化のための基金とし
て、予定以上の金額
を積みたてることが
できた。

Ａ
ごみ減量化・資
源化基金に関す
る事務

最も確実、
有利な方法
により、ご
み減量化・
資源化基金
の積み立て
を行い、ご
みに関する
事業及び施
設整備に役
立てます。

市民
政
策
積立額

81,357千
円

81,357千
円

81,357千
円

38,012 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

13
ごみ減量化・
資源化基金に
関する事務

有価物売却代
金等を基金に
積立てる事務

積立額
81,357
千円

101,06
9千円

101,069
ごみ減量化・資
源化基金に関す
る事務

有価物売却代
金等を基金に
積立てる事務

積立額
38,012
千円

38,012
維
持

14 総 ごみ統計事務

ごみの排出状況を
把握し、今後の推
計や対策の検討に
役立てる。

市民・
事業者

定
例
定
型

統計の作成
期限

８月 ８月 ８月 ８月
一般廃棄物全般に対
する統計の作成を８
月までに行った。

Ａ ごみ統計事務

一般廃棄物
に係る諸計
画及び施策
策定のため
の基礎資料
を作成しま
す。

市民・
事業者

定
例
定
型

統計の作成
期限

８月 ８月 ８月 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

14 ごみ統計事務
一般廃棄物全
般に対する統
計の作成

作成時期 ８月 ８月 ごみ統計事務
一般廃棄物全
般に対する統
計の作成

作成時期 ８月

予
算
な
し

15 総
最終処分場に
関する調査研
究業務

最終処分場の安全
活用に関する周辺
住民への報告、説
明を行う。

堤地区
住民

定
例
定
型

調査回数 年２回 年２回 年２回 75 年3回

最終処分場の安全活
用に関して、周辺住
民へ報告等を実施し
た。

Ａ
最終処分場に関
する調査研究業
務

最終処分場
の安全活用
に関する周
辺住民への
報告及び説
明会を実施
します。

地域住
民

定
例
定
型

地元説明会
回数

２回 ２回 ２回 82 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持
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23年度 24年度 25年度 758,511 758,511 25年度 26年度 27年度 528,899 528,899

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

資源循環課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 資源循環型社会の形成を目指す

資源循環課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

15
最終処分場に
関する調査研
究業務

堤じんかい焼
却残灰処分地
対策協議会と
の視察

視察回数 年１回 年１回 72
最終処分場に関
する調査研究業
務

堤じんかい焼却
残灰処分地対策
協議会との視察

視察回数 年１回 72
維
持

15
最終処分場に
関する調査研
究業務

堤十二天最終
処分場周辺住
民との協議

各種報告説明会 年２回 年２回 3
最終処分場に関
する調査研究業
務

堤十二天最終
処分場周辺住
民との協議

各種報告説
明会及び協
議回数

年６回 10
維
持

16 総
最終処分場周
辺の環境調査
等委託業務

最終処分場周辺の
住環境の安全性を
確保する。

堤地区
住民

定
例
定
型

調査回数 月３回 月３回 月３回 500 月３回

最終処分場周辺の住
環境の安全性の確保
のための調査を実施
した。

Ａ
最終処分場周辺
の環境調査等委
託業務

堤十二天最
終処分場周
辺の環境調
査を継続し
て行い、周
辺地域の環
境保全に努
めます。

地域住
民

定
例
定
型

調査回数 月３回 月３回 月３回 500 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

16
最終処分場周
辺の環境調査
等委託業務

堤十二天最終
処分場の周辺
環境等調査

調査回数 月３回 月３回 500
最終処分場周辺
の環境調査等委
託業務

堤十二天最終
処分場の周辺
環境等調査

調査回数 月３回 500
維
持

17 総
茅ヶ崎市一般
廃棄物処理計
画の改定

処理計画を社会環
境にあったものに
改定し、常に効果
的なものとする。

市民・
事業者

政
策
事業の進捗
状況

基本計画素
案作成・実
施計画策定

基本計画の
改定
実施計画の
策定

実施計画策
定

4,337

基本計画
改定、実
施計画策
定

茅ヶ崎市一般廃棄物
処理基本計画改定の
とりまとめ等の進行
管理を行った。

Ａ
茅ヶ崎市一般廃
棄物処理計画の
推進事業

一般廃棄物
処理基本計
画に基づき
資源循環型
社会形成を
目指し、ご
み減量化・
資源化施策
を実施する
とともに進
行管理を行
います。

市民・
事業者

政
策
実施計画策
定時期

４月 ４月 ４月

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

あ
り

なし

予
算
な
し

17
茅ヶ崎市一般
廃棄物処理計
画の改定

一般廃棄物処
理基本計画の
改定

基本計画の完
成

平成２４
年度末ま
で

平成２４
年度末ま
で

4,337

業
務
計
画

予
算
な
し

17
茅ヶ崎市一般
廃棄物処理計
画の改定

一般廃棄物処
理基本計画の
進行管理

結果の検証
平成２４
年度末ま
で

平成２４
年度末ま
で

茅ヶ崎市一般廃
棄物処理計画の
推進事業

一般廃棄物処
理基本計画の
進行管理

結果の検証
平成２５
年度末ま
で

業
務
計
画

あ
り

⑤受益者負担の
適正化

27年度
導入の可否
の決定時期 27

費用負担公平
性の確保及び
市民サービス
の向上、不適
正排出防止の
観点からごみ
処理の有料
化・個別収集
の導入の検討
を行います。

予
算
な
し

17
茅ヶ崎市一般
廃棄物処理計
画の改定

一般廃棄物
（ごみ）処理
実施計画の告
示

実施時期
平成２４
年６月

平成２４
年４月
平成２５
年３月

茅ヶ崎市一般廃
棄物処理計画の
推進事業

一般廃棄物
（ごみ）処理
実施計画の告
示

実施時期
平成２５
年６月

業
務
計
画

あ
り

⑥市役所の変革 629g

市民1人1日
当たりの市
現物を除い
たごみの排
出量

27

ごみ減量化施
策の進捗状況
を把握し、焼
却ごみの減量
化を行いま
す。

予
算
な
し

18 総
市道６３４２
号線等道路改
良事業

最終処分場周辺の
生活環境の向上を
図る。

市民
政
策
工事進捗状
況

２０１㍍ ２０５㍍ １７５㍍
平成２
４年度
末まで

一部地権者との調整
ができず、予定工期
がずれ込んでしまっ
た。

Ｂ 北部地区生活環
境向上事業

最終処分場
周辺地域の
生活環境整
備を実施し
ます。

市民
政
策
工事の進捗
状況

７５ｍ ７６ｍ
１，１７０
ｍ

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

18
市道６３４２
号線等道路改
良事業

道路改良 工事進捗状況

用地購
入、道路
改良、埋
蔵文化財
調査

用地購入
及び道路
改良の一
部実施、
埋蔵文化
財調査実
施済

北部地区生活環
境向上事業

市道６３４２
号線道路改良
工事

工事延長
L=67.5
m

予
算
な
し

18
市道６３４２
号線等道路改
良事業

北部地区生活環
境向上事業

市道６３４２
号線埋蔵文化
財調査報告書
作成

埋蔵文化財
調査報告書
作成

完了

予
算
な
し

18
市道６３４２
号線等道路改
良事業

北部地区生活環
境向上事業

市道６２２７
号線道路改良
工事

狭隘道路整
備

L=127
m

予
算
な
し

18
市道６３４２
号線等道路改
良事業

北部地区生活環
境向上事業

市道６４０４
号線道路改良
工事

工事延長
L=115
m

予
算
な
し

18
市道６３４２
号線等道路改
良事業

北部地区生活環
境向上事業

市道６２２７
号線道水路改
良工事

水路改良等
L=100
m

予
算
な
し

19 総
焼却処理施設
の延命化事業

焼却処理施設の計
画的な改修を行い
施設の延命化を図
る。

市民
政
策
事業の進捗
状況

地域計画の
策定

延命化計画
の策定

基本設計 5,376
延命化計
画の策定

長寿命化計画（延命
化計画）策定に向け
たとりまとめ等の進
行管理を行った。

Ａ 焼却処理施設の
延命化事業

策定した焼
却処理施設
の長寿命化
計画に基づ
き、焼却炉
の基幹的設
備改良工事
実施に向け
て取り組み
ます。

市民
政
策
事業の進捗
状況

基本設計
最終発注仕
様書

改良工事 4,300

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大
な
し

あり

可燃ごみ焼
却処理につ
いて寒川町
と事務委託
を締結して
いる。

増
や
す

19
焼却処理施設
の延命化事業

長寿命化計画
の策定

策定期限
平成２４
年度末ま
で

平成２４
年度末ま
で

5,376
発注仕様書内容
検討

内容検討

平成２５
年度末ま
で（その
後も継
続）

4,300

業
務
計
画

増
や
す

19
焼却処理施設
の延命化事業

環境事業セン
ターとの業務
全般に関する
連絡調整

連絡調整回数 年６回 年６回

環境事業セン
ターとの業務
全般に関する
連絡調整

連絡調整回
数

年１０回

業
務
計
画

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 758,511 758,511 25年度 26年度 27年度 528,899 528,899

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

資源循環課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 資源循環型社会の形成を目指す

資源循環課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

19
焼却処理施設
の延命化事業

焼却処理施設
周辺市民との
協議

会議開催回数 年１回 未実施
焼却処理施設
周辺市民との
意見交換会

開催回数 年１回

業
務
計
画

予
算
な
し

20 総
し尿処理手数
料用オフコン
の改修

し尿処理手数料に
関する事務の効率
化を図る。

市民
政
策
事業の進捗
状況

システム検
証

システム検
証

システム検
証

未実施

システムの検証は実
施できなかった。今
後の予定については
委託業者含め検討す
る。

Ｃ
し尿処理手数料
用システムの維
持管理事業

し尿処理手
数料の賦課
徴収事務が
効率的にで
きるよう
データ管理
します。

市民
政
策
事業の進捗
状況

システム改
修の検討

システム改
修の検討

システム改
修の検討

3,300 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

20
し尿処理手数
料用オフコン
の改修

し尿処理手数
料のシステム
の検証

システム検証
平成２４
年度末ま
で

未実施
し尿処理手数
料のシステム
の検証

システム検
証

平成２５
年度末ま
で（その
後も継
続）

3,300
維
持

21 総
茅ヶ崎市分別
収集計画の改
定

２６～３０年度を
計画期間とした分
別収集計画に改定
を行う。

市民・
事業社

政
策
事業の進捗
状況

計画改定
平成２
４年度
末まで

計画内容の検証を
行った。 Ａ

茅ヶ崎市分別収
集計画の推進事
業

容器包装リ
サイクル法
に基づき、
容器包装廃
棄物を資源
物としてリ
サイクルす
るため分別
収集するう
えでの計画
である分別
収集計画を
改訂しま
す。

市民・
事業者

政
策
事業の進捗
状況

計画改定
計画の進
行管理

計画の進
行管理

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

21
茅ヶ崎市分別
収集計画の改
定

一般廃棄物処
理基本計画を
考慮した分別
収集計画の改
定準備

データ集積期
間

平成２４
年度末ま
で

平成２４
年度末ま
で

一般廃棄物処
理基本計画を
考慮した分別
収集計画の改
定

計画改定
平成２５
年度末ま
で

予
算
な
し

888 総
災害応急対策
活動

本市域に、地震
動・津波等伴う諸
現象による災害が
発生した場合に、
被害を軽減し、応
急対策活動を課と

全市民
等

現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

部の災害応急
対策活動マ
ニュアルおけ
る課（班）の
活動内容の検
証及び見直し

防災対策強化
実行計画に合
わせた見直し

随時 随時

部の災害応急
対策活動マ
ニュアルおけ
る課（班）の
活動内容の検
証及び見直し

防災対策強
化実行計画
に合わせた
見直し

随時

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

一般廃棄物の
処理に関する
業務

廃棄物の処理
方法の検討

随時 随時
一般廃棄物の
処理に関する
業務

廃棄物の処
理方法の検
討

随時

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

ごみその他廃
棄物の集積場
所及び廃棄場
所の確保に関
する業務

集積場所及び
廃棄場所の確
保に関する検
討

随時 随時

ごみその他廃
棄物の集積場
所及び廃棄場
所の確保に関
する業務

集積場所及
び廃棄場所
の確保に関
する検討

随時

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

災害時の仮設
便所の整備に
関する業務

仮設便所の整
備に関する検
討

随時 随時
災害時の仮設
便所の整備に
関する業務

仮設便所の
整備に関す
る検討

随時

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

茅ヶ崎市業務
継続計画に係
る非常時優先
業務

非常時優先業
務の選定

随時 随時

茅ヶ崎市業務
継続計画に係
る非常時優先
業務

非常時優先
業務の選定

随時

予
算
な
し

888 総 庁内共通事務 132 132 138 138
現状維
持

な
し

なし
維
持


